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－２４１－ 

上山市議会第５０９回定例会 

〔令和３年度３月予算特別委員会会議録〕 

（第 ４ 日） 

令和３年３月９日（火曜日） 

 

本日の会議に付した事件 

 議第 ９号 令和３年度上山市介護保険特別会計予算 

 議第１０号 令和３年度上山市浄化槽事業特別会計予算 

 議第１１号 令和３年度上山市後期高齢者医療特別会計予算 

 議第１２号 令和３年度上山市産業団地整備事業特別会計予算 

 議第１３号 令和３年度上山市水道事業会計予算 

 議第１４号 令和３年度上山市下水道事業会計予算 

 

    ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～    

出 欠 席 委 員 氏 名 

出席委員（１５人） 

       谷  江  正  照  委員         石  山  正  明  委員 

       佐  藤  光  義  委員         守  岡     等  委員 

       髙  橋  要  市  委員         棚  井  裕  一  委員 

       尾  形  み ち 子  委員         長  澤  長右衛門  委員 

       川  口     豊  委員         中  川  と み 子  委員 

       神  保  光  一  委員         枝  松  直  樹  委員 

       川  崎  朋  巳  委員         髙  橋  義  明  委員 

       大  沢  芳  朋  委員 

 

欠席委員（０人） 

 

                                             

説 明 の た め 出 席 し た 者 

 

横  戸  長 兵 衛 市 長  山  本  幸  靖 副 市 長 

尾  形  俊  幸 
庶 務 課 長 
(併)選挙管理委員会 
事 務 局 長 

 冨  士  英  樹 市政戦略課長 
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平  吹  義  浩 財 政 課 長  前  田  豊  孝 税 務 課 長 

木  村  昌  光 市民生活課長  鈴  木  直  美 健康推進課長 

鏡     裕  一 福 祉 課 長  齋  藤  智  子 子ども子育て課長 

鈴  木  英  夫 商 工 課 長  佐  藤     毅 観 光 課 長 

漆  山     徹 
農林夢づくり課長 
（併）農業委員会 
事 務 局 長 

 須  貝  信  亮 建 設 課 長 

秋  葉  和  浩 上下水道課長  武  田     浩 
会 計 管 理 者 
( 兼 ) 会 計 課 長 

佐  藤  浩  章 消 防 長  古  山  茂  満 
教 育 委 員 会 
教 育 長 

土  屋  光  博 
教 育 委 員 会 
管 理 課 長  遠  藤     靖 

教 育 委 員 会 
学 校 教 育 課 長 

大  澤  泰  雄 
教 育 委 員 会 
生 涯 学 習 課 長  高  橋  秀  典 

教 育 委 員 会 
スポーツ振興課長 

大  和     啓 監 査 委 員  舟  越  信  弘 
監 査 委 員 
事 務 局 長 

 

                                             

事 務 局 職 員 出 席 者 

 

金  沢  直  之 事 務 局 長  鈴  木  淳  一 副 主 幹 

渡  邉  高  範 主 査  齋  藤  理  恵 主 任 
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午前１０時００分 開 議 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

開  議 

 

○棚井裕一委員長 おはようございます。 

 出席委員は定足数に達しておりますので、こ

れより予算特別委員会を開会いたします。 

 本日は、特別会計予算、公営企業会計予算の

審査を行います。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

 議第９号 令和３年度上山市介護 

      保険特別会計予算 

 

○棚井裕一委員長 それでは、議第９号令和３

年度上山市介護保険特別会計予算を議題といた

します。 

 当局の説明を求めます。健康推進課長。 

〔鈴木直美健康推進課長 登壇〕 

○鈴木直美健康推進課長 命によりまして、議

第９号令和３年度上山市介護保険特別会計予算

について御説明申し上げます。 

 予算書の１６７ページをお開き願います。 



－２４３－ 

 令和３年度上山市の介護保険特別会計の予算

は、次に定めるところによるものであります。 

 歳入歳出予算、第１条、歳入歳出予算の総額

は、歳入歳出それぞれ４２億４，４００万円と

定めるものであります。 

 第２項、歳入歳出予算の款項の区分及び当該

区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」に

よるものであります。 

 一時借入金、第２条、地方自治法第２３５条

の３第２項の規定による一時借入金の借入れの

最高額は５億円と定めるものであります。 

 歳出予算の流用、第３条、地方自治法第２２

０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の

各項の経費の金額を流用することができる場合

は、次のとおりと定めるものであります。 

 第１号、各項に計上した保険給付費に係る予

算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用とするもので

あります。 

 次に、第１表歳入歳出予算の説明でございま

すが、重複説明を避けるため、事項別明細書に

より御説明申し上げます。 

 歳出から御説明いたしますので、１８２ペー

ジ、１８３ページをお開き願います。 

 １款総務費１項１目一般管理費５，０７６万

７，０００円は、前年度対比５０１万２，００

０円の増でありますが、一般管理費では、電算

システムの処理業務委託料などを計上したもの

であります。そのほか職員人件費であります。 

 ２項１目賦課徴収費２８９万６，０００円は

前年度対比７万円の増でありますが、介護保険

料の賦課徴収を行うための所要額を計上したも

のであります。 

 ３項１目介護認定審査会費４３１万４，００

０円は、前年度対比３７万３，０００円の減で

ありますが、介護認定審査会の運営経費を計上

したものであります。 

 ２目認定調査等費２，４２８万５，０００円

は、前年度対比４８万７，０００円の減であり

ますが、介護認定調査員の報酬、介護認定に係

る主治医意見書の手数料、介護認定調査業務の

委託料などを計上したものであります。 

 次のページをお開き願います。 

 ４項１目趣旨普及費３万６，０００円は、前

年度と同額でありますが、介護保険事業のパン

フレットなどを作成する費用を計上したもので

あります。 

 ５項１目運営協議会費２６万５，０００円は、

前年度と同額でありますが、介護保険事業運営

協議会の開催費用を計上したものであります。 

 ２款保険給付費１項１目居宅介護サービス給

付費１３億２，３６６万２，０００円は、前年

度対比１億３，４４７万８，０００円の減であ

りますが、在宅において介護サービスを利用し

た場合に給付するもので、通所介護サービスな

どの各種サービスの利用者見込みにより計上し

たものであります。 

 ２目特例居宅介護サービス給付費５０万円は、

前年度と同額でありますが、緊急やむを得ない

理由で、要介護認定前に居宅介護サービスを利

用した場合の給付費を計上したものであります。 

 ３目地域密着型介護サービス給付費８億１，

６６５万４，０００円は、前年度対比１億３，

６２３万１，０００円の増でありますが、地域

密着型特別養護老人ホームなどの各種サービス

見込みにより計上したものであります。 

 ４目特例地域密着型介護サービス給付費１０

万円は、前年度と同額でありますが、要介護認

定前に地域密着型介護サービスを利用した場合

の給付費を計上したものであります。 
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 ５目施設介護サービス給付費１２億７，１９

０万６，０００円は、前年度対比５，８１５万

円の増でありますが、介護老人福祉施設、介護

老人保健施設などの施設の給付費を計上したも

のであります。 

 ６目特例施設介護サービス給付費５０万円は、

前年度と同額でありますが、要介護認定前に施

設介護サービスを利用した場合の給付費を計上

したものであります。 

 次のページをお開き願います。 

 ７目居宅介護福祉用具購入費４２２万４，０

００円は、前年度対比４３万９，０００円の増

でありますが、入浴補助用具等の福祉用具の購

入に係る給付費を計上したものであります。 

 ８目居宅介護住宅改修費７１８万９，０００

円は、前年度対比６４７万２，０００円の減で

ありますが、手すりなどの住宅改修に係る給付

費を計上したものであります。 

 ９目居宅介護サービス計画給付費１億５，９

９６万５，０００円は、前年度対比１,０８１

万９，０００円の減でありますが、居宅介護支

援事業所の介護サービス計画作成費用に係る給

付費を計上したものであります。 

 １０目特例居宅介護サービス計画給付費１０

万円は、前年度と同額でありますが、要介護認

定前に居宅介護サービス計画を利用した場合の

給付費を計上したものであります。 

 ２項１目介護予防サービス給付費８，００６

万円は、前年度対比２，０８９万８，０００円

の増でありますが、在宅において利用する介護

予防通所リハビリテーションなどの介護予防サ

ービス給付費を計上したものであります。 

 ２目特例介護予防サービス給付費１０万円は、

前年度と同額でありますが、要支援認定前に介

護予防サービスを利用した場合の給付費を計上

したものであります。 

 ３目地域密着型介護予防サービス給付費１，

５１８万６，０００円は、前年度対比１６万３，

０００円の増でありますが、介護予防小規模多

機能型居宅介護などの給付費を計上したもので

あります。 

 ４目特例地域密着型介護予防サービス給付費

１０万円は、前年度と同額でありますが、要支

援認定前に地域密着型介護予防サービスを利用

した場合の給付費を計上したものであります。 

 ５目介護予防福祉用具購入費１５８万７，０

００円は、前年度対比７５万６，０００円の増

でありますが、入浴補助用具等の福祉用具の購

入に係る給付費を計上したものであります。 

 ６目介護予防住宅改修費１，１９３万４，０

００円は、前年度対比６５０万１，０００円の

増でありますが、手すりなどの住宅改修に係る

給付費を計上したものであります。 

 ７目介護予防サービス計画給付費１，３１９

万７，０００円は、前年度対比１６８万７，０

００円の増でありますが、介護予防支援事業所

の介護予防サービス計画作成費用に係る給付費

を計上したものであります。 

 ８目特例介護予防サービス計画給付費１０万

円は、前年度と同額でありますが、要支援認定

前に介護予防サービス計画を利用した場合の給

付費を計上したものであります。 

 次のページをお開き願います。 

 ３項１目審査支払手数料４１５万円は、前年

度と同額でありますが、保険給付費の請求審査

手数料を計上したものであります。 

 ４項１目高額介護サービス費８，０９１万円

は、前年度対比９７４万７，０００円の増であ

りますが、利用者負担額が高額になった場合に

支給するサービス費を計上したものであります。 
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 ２目高額介護予防サービス費２２万円は、前

年度と同額でありますが、要支援の方を対象に

支給する高額サービス費を計上したものであり

ます。 

 ５項１目高額医療合算介護サービス費１，４

６６万円は、前年度対比１８０万２，０００円

の増でありますが、医療と介護の利用者負担額

が高額になった場合に支給するサービス費を計

上したものであります。 

 ２目高額医療合算介護予防サービス費２２万

円は、前年度と同額でありますが、要支援の方

を対象に支給する高額医療合算サービス費を計

上したものであります。 

 ６項１目市町村特別給付費１，４３０万円は、

前年度と同額でありますが、紙おむつ支給に係

る経費を計上したものであります。 

 ７項１目特定入所者介護サービス費１億８，

２３６万６，０００円は、前年度対比２，０３

３万５，０００円の増でありますが、介護老人

福祉施設などを利用した場合の食費及び居住費

について、低所得者の負担軽減を図るため支給

するサービス費を計上したものであります。 

 次のページをお開き願います。 

 ２目特例特定入所者介護サービス費５万円は、

前年度と同額でありますが、要介護認定前に施

設などの食費及び居住費のサービスを利用した

場合に支給するサービス費を計上したものであ

ります。 

 ３目特定入所者介護予防サービス費４５万円

は、前年度対比２０万円の増でありますが、要

支援の方が短期入所生活介護などを利用した場

合の食費等について、低所得者の負担軽減を図

るため支給するサービス費を計上したものであ

ります。 

 ４目特例特定入所者介護予防サービス費５万

円は、前年度と同額でありますが、要支援認定

前に短期入所生活介護などを利用した場合の食

費等について支給するサービス費を計上したも

のであります。 

 ３款基金積立金１項１目介護給付費準備基金

積立金５０万円は、前年度と同額でありますが、

預金利子などを介護給付費準備基金に積み立て

るため計上したものであります。 

 ４款地域支援事業費１項１目介護予防・生活

支援サービス事業費（１号訪問・通所・生活支

援）７，９０６万７，０００円は、前年度対比

３６９万８，０００円の増でありますが、介護

予防・日常生活支援総合事業に係る要支援者及

び事業対象者を対象に訪問型、通所型サービス

などを実施するため、給付費などの事業費を計

上したものであります。 

 ２目介護予防ケアマネジメント事業費８６７

万３，０００円は、前年度対比１６３万４，０

００円の減でありますが、介護予防・日常生活

支援総合事業に係る介護予防ケアプラン作成相

談業務などを地域包括支援センターに委託する

ための委託料として計上したものであります。 

 ２項１目一般介護予防事業費２，０２８万２，

０００円は、前年度対比１１９万２，０００円

の増でありますが、一般高齢者を対象とした転

倒予防教室などのほか、水中ストレッチ運動教

室などを実施するための委託料などの事業費を

計上したものであります。 

 次のページをお開き願います。 

 ３項１目総合相談事業費１，１７８万６，０

００円は、前年度対比８万４，０００円の増で

ありますが、高齢者の総合的な相談業務に関す

る事業を地域包括支援センターに委託する委託

料及びコンピューターの借り上げ料を計上した

ものであります。 
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 ２目権利擁護事業費４５８万７，０００円は、

前年度対比１８万３，０００円の増であります

が、高齢者の権利擁護に関する事業を地域包括

支援センターに委託する委託料を計上したもの

であります。 

 ３目包括的・継続的ケアマネジメント支援事

業費１，１００万１，０００円は、前年度対比

３４万１，０００円の増でありますが、介護支

援専門員などに対する個別相談や関係機関との

協力支援体制を確立するための事業を地域包括

支援センターに委託する委託料及び電算システ

ム保守管理委託料を計上したものであります。 

 ４目任意事業費６６９万４，０００円は、前

年度と同額でありますが、認知症高齢者等見守

り事業、配食サービス事業などの委託料などを

計上したものであります。 

 ５目在宅医療・介護連携推進事業費５１万７，

０００円は、前年度と同額でありますが、在宅

医療と介護の連携を推進するため、関係機関に

よる研修会の開催やパンフレットを作成する費

用を計上したものであります。 

 ６目生活支援体制整備事業費４５１万９，０

００円は、前年度対比１９万円の増であります

が、高齢者の生活支援の体制整備に向け生活支

援コーディネーターを配置するため、社会福祉

協議会への委託料などの経費を計上したもので

あります。 

 ７目認知症総合支援事業費６７１万５，００

０円は、前年度と同額でありますが、認知症地

域支援推進員や認知症初期集中支援チームを設

置するための委託料等を計上したものでありま

す。 

 ８目地域ケア会議事業費２１万９，０００円

は、前年度と同額でありますが、サービス利用

者の自立に向け、多職種協働でケアプランの点

検、検討を行う自立支援型地域ケア会議の開催

に係る経費を計上したものであります。 

 次のページをお開き願います。 

 ４項１目審査支払手数料４０万円は、前年度

と同額でありますが、地域支援事業費の請求審

査手数料を計上したものであります。 

 ５款公債費１項１目利子２５万円は、前年度

と同額でありますが、一時借入金の利子を計上

したものであります。 

 ６款諸支出金１項１目第１号被保険者保険料

還付金１１０万円は、前年度と同額であります

が、被保険者の資格喪失などに伴う保険料の還

付金を計上したものであります。 

 ２目第１号被保険者還付加算金１万円は、前

年度と同額でありますが、還付に伴う加算金を

計上したものであります。 

 ３目償還金１万円は、前年度と同額でありま

すが、国庫支出金精算返還金を計上したもので

あります。 

 ７款予備費１項１目予備費６６万７，０００

円は、前年度対比１３万４，０００円の増であ

りますが、予備費として計上したものでありま

す。 

 次に、歳入について御説明申し上げます。 

 １７６ページ、１７７ページをお開き願いま

す。 

 １款保険料１項１目第１号被保険者保険料７

億８，９２２万８，０００円は、前年度対比９

万７，０００円の減でありますが、第１号被保

険者の保険料所得段階区分見込みにより計上し

たものであります。 

 １節現年度分特別徴収保険料７億４，０１３

万５，０００円は、第１号被保険者の年金から

特別徴収する見込額を計上し、２節現年度分普

通徴収保険料４，７５９万３，０００円は、市
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が直接徴収する見込額を、３節滞納繰越分普通

徴収保険料１５０万円は、過年度における滞納

繰越介護保険料の徴収見込額を計上したもので

あります。 

 ２款使用料及び手数料１項１目督促手数料５

万円は、前年度と同額でありますが、介護保険

料徴収に係る督促手数料であります。 

 ３款国庫支出金１項１目介護給付費負担金７

億２，０８２万８，０００円は、前年度対比１，

７６３万３，０００円の増でありますが、１節

現年度分７億２，０８１万８，０００円は、保

険給付費に国の負担割合を乗じた額を計上し、

２節過年度分１万円は、過年度精算分を存目程

度計上したものであります。 

 ２項１目調整交付金２億７,５３２万９，０

００円は、前年度対比３３６万９，０００円の

増でありますが、１節現年度分２億７,５３１

万９，０００円は、保険給付費の実績見込みに

より計上し、２節過年度分１万円は、過年度精

算分を存目程度計上したものであります。 

 ２目地域支援事業交付金（介護予防・日常生

活支援総合事業）２，７１１万５，０００円は、

前年度対比８１万４，０００円の増であります

が、１節現年度分２，７１０万５，０００円は、

介護予防・生活支援サービス事業費及び一般介

護予防事業費に国の負担割合を乗じた額を計上

し、２節過年度分１万円は、過年度精算分を存

目程度計上したものであります。 

 ３目地域支援事業交付金（介護予防・日常生

活支援総合以外地域支援）１，７７３万４，０

００円は、前年度対比３０万７，０００円の増

でありますが、１節現年度分１，７７２万４，

０００円は、包括的支援事業・任意事業に国の

負担割合を乗じた額を計上し、２節過年度分１

万円は、過年度精算分を存目程度計上したもの

であります。 

 ４目介護保険事業費補助金９９万円は、前年

度対比４９万５，０００円の増でありますが、

システム改修事業費に国の負担割合を乗じた額

を計上したものであります。 

 ４款支払基金交付金１項１目介護給付費交付

金１０億７，７３４万７，０００円は、前年度

対比２，８３８万７，０００円の増であります

が、１節現年度分１０億７，７３３万７，００

０円は、保険給付費に第２号被保険者の負担割

合を乗じた額を計上し、２節過年度分１万円は、

過年度精算分を存目程度計上したものでありま

す。 

 ２目地域支援事業支援交付金２,９２８万３，

０００円は、前年度対比８７万９，０００円の

増でありますが、１節現年度分２，９２７万３，

０００円は、介護予防・生活支援サービス事業

費及び一般介護予防事業費に第２号被保険者の

負担割合を乗じた額を計上し、２節過年度分１

万円は、過年度精算分を存目程度計上したもの

であります。 

 次のページをお開き願います。 

 ５款県支出金１項１目介護給付費負担金５億

７，５９８万６，０００円は、前年度対比１，

６５３万６，０００円の増でありますが、１節

現年度分５億７，５９７万６，０００円は、保

険給付費に県の負担割合を乗じた額を計上し、

２節過年度分１万円は、過年度精算分を存目程

度計上したものであります。 

 ２項１目地域支援事業交付金（介護予防・日

常生活支援総合事業）１,３５５万２，０００

円は、前年度対比４０万７，０００円の増であ

りますが、介護予防・生活支援サービス事業費

及び一般介護予防事業費に県の負担割合を乗じ

た額を計上したものであります。 
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 ２目地域支援事業交付金（介護予防・日常生

活支援総合以外地域支援）８８６万２，０００

円は、前年度対比１５万４，０００円の増であ

りますが、包括的支援事業・任意事業費に県の

負担割合を乗じた額を計上したものであります。 

 ６款財産収入１項１目利子及び配当金５０万

円は、前年度と同額でありますが、介護給付費

準備基金の利子であります。 

 ７款繰入金１項１目介護給付費繰入金５億７

万７，０００円は、前年度対比１，３１４万２，

０００円の増でありますが、１節現年度分５億

６万７，０００円は、保険給付費に市の負担割

合を乗じた額を計上し、２節過年度分１万円は、

過年度精算分を存目程度計上したものでありま

す。 

 ２目地域支援事業繰入金（介護予防・日常生

活支援総合事業）１，３５５万２，０００円は、

前年度対比４０万７，０００円の増であります

が、介護予防・生活支援サービス事業費及び一

般介護予防事業費に市の負担割合を乗じた額を

計上したものであります。 

 ３目地域支援事業繰入金（介護予防・日常生

活支援総合以外地域支援）８８６万２，０００

円は、前年度対比１５万４，０００円の増であ

りますが、包括的支援事業・任意事業費に市の

負担割合を乗じた額を計上したものであります。 

 ４目低所得者保険料軽減繰入金３，７６８万

６，０００円は、前年度対比５９万８，０００

円の減でありますが、低所得者保険料軽減に係

る繰入金を計上したものであります。 

 ５目その他の一般会計繰入金８，１７７万３，

０００円は、前年度対比１７万７，０００円の

増でありますが、職員人件費を含む事務費繰入

金を計上したものであります。 

 ２項１目介護給付費準備基金繰入金６，５１

９万６，０００円は、前年度対比２，７８３万

４，０００円の増でありますが、介護給付費準

備基金からの繰入金を計上したものであります。 

 ８款繰越金１項１目繰越金１万円は、前年度

と同額でありますが、前年度繰越金を計上した

ものであります。 

 次のページをお開き願います。 

 ９款諸収入１項１目第１号被保険者延滞金１

万円は、前年度と同額でありますが、保険料に

係る延滞金を存目程度計上したものであります。 

 ２項１目預金利子１万円は、前年度と同額で

ありますが、預金利子を存目程度計上したもの

であります。 

 ３項１目第三者納付金１万円は、前年度と同

額でありますが、交通事故等の第三者の行為に

よって生じる納付金を存目程度計上したもので

あります。 

 ２目雑入１万円は、前年度と同額であります

が、他市町村からの介護保険認定調査料などを

存目程度計上したものであります。 

 以上で説明を終わりますが、よろしくお願い

申し上げます。 

○棚井裕一委員長 これより質疑に入ります。 

 質疑は、歳入歳出、一時借入金及び歳出予算

の流用を一括して行います。 

 質疑、発言を許します。守岡等委員。 

○守岡 等委員 要介護認定者の障害者控除の

件についてお尋ねします。 

 介護保険のこの要介護認定を受けている方は、

ちょうど今確定申告のさなかですけれども、障

害者控除を行うことができるということで、た

だ、実際ほとんど知られていないのが実情では

ないかと思うんです。本市の場合、要介護認定

者にこの制度の通知を行っているかどうか。あ

るいは、この制度の捕捉率というか、どれぐら
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い利用しているか、ちょっと難しいかもしれま

せんけれども、分かれば教えてください。 

○棚井裕一委員長 健康推進課長。 

○鈴木直美健康推進課長 障害者控除、特別控

除の対象者対応につきましては、認定者に対し

ましては、認定通知時にチラシを全ての方に同

封をしております。また、市報でも周知をして

おりまして、必要な方への周知はできていると

思っております。 

 なお、捕捉率につきましては、現状把握する

のはちょっと難しいと思っております。 

○棚井裕一委員長 守岡等委員。 

○守岡 等委員 チラシと市報でも通知してい

るということで納得しました。 

 この制度を知っているか知らないかで、控除

額に７５万円の差が出たと。これは要介護３の

方でしたけれども。それによって、介護保険料

とか国保税にも非常に大きく影響して、かなり

安くなったという声もありますので、ぜひ推進

のほうを徹底していただきたいと思います。 

○棚井裕一委員長 ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 質疑はないものと認めます。 

 以上で、議第９号議案に対する質疑を終結い

たします。 

 これより討論に入ります。 

 討論の発言を許します。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 討論なしと認めます。 

 採決いたします。 

 議第９号令和３年度上山市介護保険特別会計

予算は、原案のとおり可決すべきものと決する

ことに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 御異議なしと認めます。 

 よって、議第９号は原案のとおり可決すべき

ものと決しました。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

 議第１０号 令和３年度上山市浄化 

       槽事業特別会計予算 

 

○棚井裕一委員長 次に、議第１０号令和３年

度上山市浄化槽事業特別会計予算を議題といた

します。 

 当局の説明を求めます。上下水道課長。 

〔秋葉和浩上下水道課長 登壇〕 

○秋葉和浩上下水道課長 命によりまして、議

第１０号令和３年度上山市浄化槽事業特別会計

予算について御説明申し上げます。 

 １９６ページをお開き願います。 

 令和３年度上山市の浄化槽事業特別会計の予

算は、次に定めるところによるものであります。 

 歳入歳出予算、第１条、歳入歳出予算の総額

は、歳入歳出それぞれ１，９００万円と定める

ものであります。 

 第２項、歳入歳出予算の款項の区分及び当該

区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」に

よるものであります。 

 次に、第１表歳入歳出予算の説明であります

が、重複説明を避けるため、事項別明細書の歳

出から御説明申し上げますので、２０５ページ、

２０６ページをお開き願います。 

 １款浄化槽事業費１項１目浄化槽管理費１，

３４３万１，０００円は、前年度対比４５万５，

０００円の増でありますが、市管理浄化槽の修

繕費、保守点検や清掃に係る委託料などを計上

するものであります。 

 ２款公債費１項１目元金３９５万６，０００

円は、前年度対比８万４，０００円の増であり



－２５０－ 

ますが、市債償還元金を計上するものでありま

す。 

 ２目利子１５０万４，０００円は、前年度対

比８万４，０００円の減でありますが、市債利

子を計上するものであります。 

 ３款予備費１項１目予備費１０万９，０００

円は、前年度対比５万５，０００円の減とする

ものであります。 

 次に、歳入について御説明申し上げますので、

２０３ページ、２０４ページにお戻り願います。 

 １款使用料及び手数料１項１目浄化槽使用料

９２１万円は、前年度対比３０万円の減であり

ますが、浄化槽使用料を計上するものでありま

す。 

 ２項１目督促手数料３，０００円は、前年度

と同額でありますが、督促に係る手数料を計上

するものであります。 

 ２款繰入金１項１目繰入金９７６万７，００

０円は、前年度対比７０万円の増でありますが、

一般会計繰入金を計上するものであります。 

 ３款繰越金１項１目繰越金１万円は、前年度

と同額を計上するものであります。 

 ４款諸収入１項１目市預金利子１万円は、前

年度と同額を計上するものであります。 

 以上で説明を終わりますが、よろしくお願い

いたします。 

○棚井裕一委員長 これより質疑に入ります。 

 質疑は、歳入歳出を一括して行います。 

 質疑、発言を許します。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 質疑はないものと認めます。 

 以上で、議第１０号議案に対する質疑を終結

いたします。 

 これより討論に入ります。 

 討論の発言を許します。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 討論なしと認めます。 

 採決いたします。 

 議第１０号令和３年度上山市浄化槽事業特別

会計予算は、原案のとおり可決すべきものと決

することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 御異議なしと認めます。 

 よって、議第１０号は原案のとおり可決すべ

きものと決しました。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

 議第１１号 令和３年度上山市後期 

       高齢者医療特別会計予 

       算 

 

○棚井裕一委員長 次に、議第１１号令和３年

度上山市後期高齢者医療特別会計予算を議題と

いたします。 

 当局の説明を求めます。健康推進課長。 

〔鈴木直美健康推進課長 登壇〕 

○鈴木直美健康推進課長 命によりまして、議

第１１号令和３年度上山市後期高齢者医療特別

会計予算について御説明申し上げます。 

 予算書の２０７ページをお開き願います。 

 令和３年度上山市の後期高齢者医療特別会計

の予算は、次に定めるところによるものであり

ます。 

 歳入歳出予算、第１条、歳入歳出予算の総額

は、歳入歳出それぞれ４億５，３００万円と定

めるものであります。 

 第２項、歳入歳出予算の款項の区分及び当該

区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」に

よるものであります。 

 一時借入金、第２条、地方自治法第２３５条
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の３第２項の規定による一時借入金の借入れの

最高額は、１億円と定めるものであります。 

 次に、第１表歳入歳出予算の説明でございま

すが、重複説明を避けるため、事項別明細書に

より御説明申し上げます。 

 歳出から御説明いたしますので、２１８ペー

ジ、２１９ページをお開き願います。 

 １款総務費１項１目一般管理費３１８万８，

０００円は、前年度と同額でありますが、被保

険者証の郵送料、コンピューターシステムの保

守業務委託料などの管理経費を計上したもので

あります。 

 ２項１目徴収費２０５万７，０００円は、前

年度対比１０万９，０００円の増でありますが、

保険料通知書の郵送料、使用料及び賃借料を計

上したものであります。 

 ２款後期高齢者医療広域連合納付金１項１目

後期高齢者医療広域連合納付金４億４，４４８

万５，０００円は、前年度対比９５９万６，０

００円の減でありますが、保険料等負担金など

の納付金を計上したものであります。 

 ３款公債費１項１目利子１０万円は、前年度

と同額でありますが、一時借入金の利子を計上

したものであります。 

 ４款諸支出金１項１目還付加算金１万円は、

前年度と同額でありますが、保険料の還付加算

金を計上したものであります。 

 ２目過誤納還付金１００万円は、前年度と同

額でありますが、過年度に納付された保険料の

還付金を計上したものであります。 

 ５款予備費１項１目予備費２１６万円は、前

年度対比５１万３，０００円の減でありますが、

予備費として計上したものであります。 

 次に、歳入について御説明申し上げます。 

 ２１４ページ、２１５ページをお開き願いま

す。 

 １款後期高齢者医療保険料１項１目特別徴収

保険料２億６，３３７万７，０００円は、前年

度対比７３５万３，０００円の減でありますが、

被保険者数等の見込みにより計上したものであ

ります。 

 ２目普通徴収保険料６，６０９万１，０００

円は、前年度対比１７７万９，０００円の減で

ありますが、１節現年度分６，５６３万５，０

００円は、普通徴収者の軽減措置等を勘案して

計上し、２節滞納繰越分４５万６，０００円は、

収納見込額を計上したものであります。 

 ２款使用料及び手数料１項１目督促手数料５

万円は、前年度と同額でありますが、後期高齢

者医療保険料の徴収に係る督促手数料を計上し

たものであります。 

 ３款繰入金１項１目事務費繰入金１，８１４

万８，０００円は、前年度対比８万９，０００

円の減でありますが、広域連合の事務費負担に

係る繰入金を計上したものであります。 

 ２目保険基盤安定繰入金９，６８５万９，０

００円は、前年度対比３７万５，０００円の減

でありますが、保険料の軽減措置に対する繰入

金として計上したものであります。 

 ３目その他繰入金７９１万５，０００円は、

前年度対比４０万４，０００円の減であります

が、一般管理費及び徴収費等の経費に対する繰

入金として計上したものであります。 

 ４款繰越金１項１目繰越金１万円は、前年度

と同額でありますが、前年度繰越金を計上した

ものであります。 

 ５款諸収入１項１目延滞金１万円は、前年度

と同額でありますが、保険料に係る延滞金を存

目程度計上したものであります。 

 ２項１目還付加算金１万円は、前年度と同額
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でありますが、広域連合からの還付加算金を計

上したものであります。 

 ２目保険料還付金５０万円は、前年度と同額

でありますが、広域連合からの保険料還付金を

計上したものであります。 

 ３項１目預金利子１万円は、前年度と同額で

ありますが、預金利子を存目程度計上したもの

であります。 

 次のページをお開き願います。 

 ４項１目雑入２万円は、前年度と同額であり

ますが、広域連合の事務費負担金に係る決算剰

余金等を計上したものであります。 

 以上で説明を終わりますが、よろしくお願い

申し上げます。 

○棚井裕一委員長 これより質疑に入ります。 

 質疑は、歳入歳出及び一時借入金を一括して

行います。 

 質疑、発言を許します。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 質疑はないものと認めます。 

 以上で、議第１１号議案に対する質疑を終結

いたします。 

 これより討論に入ります。 

 討論の発言を許します。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 討論なしと認めます。 

 採決いたします。 

 議第１１号令和３年度上山市後期高齢者医療

特別会計予算は、原案のとおり可決すべきもの

と決することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 御異議なしと認めます。 

 よって、議第１１号は原案のとおり可決すべ

きものと決しました。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

 議第１２号 令和３年度上山市産業 

       団地整備事業特別会計 

       予算 

 

○棚井裕一委員長 次に、議第１２号令和３年

度上山市産業団地整備事業特別会計予算を議題

といたします。 

 当局の説明を求めます。商工課長。 

〔鈴木英夫商工課長 登壇〕 

○鈴木英夫商工課長 命によりまして、議第１

２号令和３年度上山市産業団地整備事業特別会

計予算について御説明申し上げますので、予算

書の２２２ページをお開き願います。 

 令和３年度上山市の産業団地整備事業特別会

計の予算は、次に定めるところによるものであ

ります。 

 歳入歳出予算、第１条、歳入歳出予算の総額

は、歳入歳出それぞれ３億３,７００万円と定

めるものであります。 

 第２項、歳入歳出予算の款項の区分及び当該

区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」に

よるものであります。 

 地方債、第２条、地方自治法第２３０条第１

項の規定により起こすことができる地方債の起

債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還

の方法は、「第２表地方債」によるものであり

ます。 

 一時借入金、第３条、地方自治法第２３５条

の３第２項の規定による一時借入金の借入れの

最高額は、１億円と定めるものであります。 

 次に、第１表歳入歳出予算の説明であります

が、重複説明を避けるため、事項別明細書によ

り御説明申し上げます。 

 歳出から申し上げますので、２３２ページ、
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２３３ページをお開き願います。 

 １款産業団地整備事業費１項１目産業団地整

備事業費３，０００万円は、前年度対比９，８

１０万円の減でありますが、産業団地への十分

な配水量を確保するため、水源を河崎配水池か

ら三上配水池に切り替えるための水道布設等工

事負担金を計上するものであります。 

 ２款公債費１項１目元金３億１１０万円は、

前年度対比皆増でありますが、立地予定企業か

らの土地売払収入を財源として、市債の繰上償

還元金を計上するものであります。 

 ２目利子５１０万円は、前年度対比３５万円

の減でありますが、市債及び一時借入金利子を

計上するものであります。 

 ３款予備費１項１目予備費８０万円は、前年

度対比６５万円の減でありますが、予備費とし

て計上するものであります。 

 次に、歳入について御説明申し上げますので、

前に戻りまして、２３０ページ、２３１ページ

をお開き願います。 

 １款財産収入１項１目不動産売払収入３億１

５０万１，０００円は、前年度対比皆増であり

ますが、産業団地分譲収入を計上するものであ

ります。 

 ２款繰入金１項１目一般会計繰入金５４９万

９，０００円は、前年度対比１５０万１，００

０円の減でありますが、一般会計繰入金を計上

するものであります。 

 ３款市債１項１目産業団地整備事業債３，０

００万円は、前年度対比９，８００万円の減で

ありますが、水道布設等工事負担金に充当する

市債を計上するものであります。 

 最後に、第２表地方債について御説明申し上

げますので、前に戻りまして２２５ページをお

開き願います。 

 第２表地方債でありますが、起債の目的は産

業団地整備事業で、限度額は３，０００万円と

するものであります。 

 起債の方法につきましては、普通貸借又は証

券発行によるものとし、利率につきましては、

借入先との協定によるものであります。ただし、

利率見直し方式で借り入れる資金について、利

率の見直しを行った後においては、当該見直し

後の利率とするものであります。 

 償還の方法につきましては、借入先の融資条

件によるものとし、ただし、財政上の都合によ

り据置期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償

還もしくは低利に借換えすることができるとす

るものであります。 

 以上で説明を終わりますが、よろしくお願い

申し上げます。 

○棚井裕一委員長 これより質疑に入ります。 

 質疑は、歳入歳出、地方債及び一時借入金を

一括して行います。 

 質疑、発言を許します。枝松直樹委員。 

○枝松直樹委員 先ほどの水源の変更について

のところをもう少し詳しくお知らせをいただき

たいということ、それから、この産業団地の関

係で、令和３年で終わるんですか。いつまでこ

れを継続するのか伺います。 

○棚井裕一委員長 商工課長。 

○鈴木英夫商工課長 まず第１点目の水道布設

等工事負担金の具体的な内容でありますけれど

も、かみのやま温泉インター産業団地のエリア

につきましては、現在河崎配水池から給水を行

うエリアになってございますけれども、通常の

工業活動、企業活動を行う中では水源は十分で

はあるんですけれども、消火栓についてです。

火事になった場合、消火栓を一斉に開けた場合

には水量に不足が見込まれるというようなこと
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でございますので、かみのやま温泉インター産

業団地のエリア全体を三上の配水池から水を供

給するように切り替えるというものでありまし

て、具体的に三上から水量を確保しますと圧力

が高くなるものですから、三上地内に減圧弁と

いう施設を設けると、そういった工事内容を予

定してございます。 

 それから、産業団地整備事業特別会計の会計

年度の関係でございますけれども、基本的には

令和３年度に全て売却するというふうになって

くると利息分だけの負担となってきて、その後

元金が全部なくなるという状況になりますけれ

ども、全部売れると仮定すれば閉じることがで

きますけれども、もし売れないという場合には、

その後も利息相当分の残りが出てくるという形

でございます。 

○棚井裕一委員長 ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 質疑はないものと認めます。 

 以上で、議第１２号議案に対する質疑を終結

いたします。 

 これより討論に入ります。 

 討論の発言を許します。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 討論なしと認めます。 

 採決いたします。 

 議第１２号令和３年度上山市産業団地整備事

業特別会計予算は、原案のとおり可決すべきも

のと決することに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 御異議なしと認めます。 

 よって、議第１２号は原案のとおり可決すべ

きものと決しました。 

 この際、１０分間休憩いたします。 

    午前１０時５２分 休 憩 

                  

    午前１１時０２分 開 議 

○棚井裕一委員長 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

 議第１３号 令和３年度上山市水道 

       事業会計予算 

 

○棚井裕一委員長 次に、議第１３号令和３年

度上山市水道事業会計予算を議題といたします。 

 当局の説明を求めます。上下水道課長。 

〔秋葉和浩上下水道課長 登壇〕 

○秋葉和浩上下水道課長 命によりまして、議

第１３号令和３年度上山市水道事業会計予算に

ついて御説明申し上げますので、予算書の１ペ

ージをお開き願います。 

 総則、第１条、令和３年度上山市水道事業会

計の予算は、次に定めるところによるものであ

ります。 

 業務の予定量、第２条、業務の予定量は、次

のとおりとするものであります。第１号、給水

戸数１万６００戸、第２号、年間給水量３６５

万立方メートル、第３号、１日平均給水量１万

立方メートル、第４号、主な建設改良事業、配

水管布設替工事等。 

 収益的収入及び支出、第３条、収益的収入及

び支出の予定額は、次のとおりと定めるもので

あります。 

 収入、第１款水道事業収益は７億７，６００

万円とするもので、内訳は、第１項営業収益７

億３，５１３万５，０００円、第２項営業外収

益４，０８３万５，０００円などであります。 

 支出、第１款水道事業費用は７億６，８００

万円とするもので、内訳は、第１項営業費用７
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億３，０６０万円、第２項営業外費用３，７０

０万円などであります。 

 資本的収入及び支出、第４条、資本的収入及

び支出の予定額は、次のとおりと定めるもので

あります。 

 なお、資本的収入額が資本的支出額に対し不

足する額１億９，０００万円は、過年度分損益

勘定留保資金１億６，０９６万７，０００円、

当年度分損益勘定留保資金１，９０３万３，０

００円及び減債積立金１，０００万円で補塡す

るものであります。 

 収入、第１款資本的収入は１億４，４００万

円とするもので、内訳は、第１項企業債５，０

００万円、第３項他会計負担金１，５９７万６，

０００円、第４項工事負担金６，６５０万円な

どであります。 

 次のページを御覧願います。 

 支出、第１款資本的支出は３億３，４００万

円とするもので、内訳は、第１項建設改良費２

億６，１７８万３，０００円、第２項企業債償

還金７，２２１万７，０００円であります。 

 債務負担行為、第５条、債務負担行為をする

ことができる事項、期間及び限度額は、次のと

おりと定めるものであります。 

 水道事業子育て世帯補助金について、令和４

年度から令和８年度の限度額を、令和４年１月

から補助終了月までの間に支払う水道料金の２

分の１相当額の累計額とするものであります。 

 企業債、第６条、起債の目的、限度額、起債

の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

定めるものであります。 

 起債の目的は上水道事業、限度額を５，００

０万円とし、起債の方法は普通貸借又は証券発

行によるものとし、利率は借入先との協定によ

るものであります。ただし、利率見直し方式で

借り入れる資金について、利率の見直しを行っ

た後においては、当該見直し後の利率とするも

のであります。 

 償還の方法は、借入先の融資条件によるもの

であります。ただし、財政上の都合により据置

期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還もし

くは低利に借換えすることができるとするもの

であります。 

 一時借入金、第７条、一時借入金の限度額は、

２億円と定めるものであります。 

 予定支出の各項の経費の金額の流用、第８条、

予定支出の各項の経費の金額を流用することが

できる場合は、次のとおりと定めるものであり

ます。 

 第１号、営業費用と営業外費用の間、第２号、

建設改良費と企業債償還金の間とするものであ

ります。 

 議会の議決を経なければ流用することのでき

ない経費、第９条、次に掲げる経費については、

その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流

用する場合は、議会の議決を経なければならな

いとするものであります。 

 第１号、職員給与費７，９３１万５，０００

円、第２号、交際費２万円であります。 

 たな卸資産購入限度額、第１０条、たな卸資

産の購入限度額は１，０００万円と定めるもの

であります。 

 次は実施計画でありますが、重複説明を避け

るため実施計画明細書で御説明申し上げますの

で、１６ページ、１７ページをお開き願います。 

 収益的収入及び支出の収入について御説明申

し上げます。 

 １款水道事業収益７億７，６００万円は、前

年度対比３，３００万円の減であります。 



－２５６－ 

 １項営業収益は、７億３，５１３万５，００

０円で、前年度対比１，０８３万５，０００円

の減であります。 

 １目給水収益７億３２３万円は、前年度対比

１，０６７万円の減でありますが、水道料金を

計上するものであります。 

 ２目一般会計負担金１，４０２万２，０００

円は、前年度対比１６万５，０００円の減であ

りますが、消火栓維持管理負担金などを計上す

るものであります。 

 ３目受託工事収益１万円は、前年度と同額で、

存目程度を計上するものであります。 

 ４目その他営業収益３２７万３，０００円は、

前年度と同額で、設計審査や工事検査などの手

数料などを計上するものであります。 

 ５目受託金１，４６０万円は、前年度と同額

で、下水道使用料徴収事務受託金を計上するも

のであります。 

 ２項営業外収益は４，０８３万５，０００円

で、前年度対比２，２１６万５，０００円の減

であります。 

 １目受取利息及び配当金３０万円は前年度対

比５万円の増でありますが、預金利息を計上す

るものであります。 

 ２目長期前受金戻入４，０４４万４，０００

円は、前年度対比２，２１９万４，０００円の

減でありますが、減価償却等に伴う戻入額を計

上するものであります。 

 ３目雑収益９万１，０００円は、前年度対比

２万１，０００円の減でありますが、存目程度

を計上するものであります。 

 ３項特別利益３万円は、前年度と同額であり

ます。 

 １目固定資産売却益１万円、２目過年度損益

修正益１万円、３目その他特別利益１万円は、

前年度と同額で、存目程度を計上するものであ

ります。 

 １８ページ、１９ページをお開き願います。 

 支出について御説明申し上げます。 

 １款水道事業費用７億６，８００万円は、前

年度対比２，４００万円の減であります。 

 １項営業費用は７億３，０６０万円で、前年

度対比２，２８０万円の減であります。 

 １目原水及び浄水費３億４，９８３万５，０

００円は、前年度対比８６万９，０００円の減

でありますが、ポンプなどの動力費、設備管理

委託料、受水費などのほか、職員人件費を計上

するものであります。 

 ２目配水及び給水費８，２００万４，０００

円は、前年度対比１３０万円の減でありますが、

施設修理費、調査業務委託料などのほか、職員

人件費を計上するものであります。 

 ３目受託工事費１３万円は、前年度と同額で

存目程度を計上するものであります。 

 ２０ページ、２１ページをお開き願います。 

 ４目総係費６，１３２万１，０００円は、前

年度対比２８１万６，０００円の増であります

が、通信運搬費、金融機関の取扱手数料、検針

業務委託料、子育て世帯補助金などのほか、職

員人件費を計上するものであります。 

 ５目減価償却費２億３，３６４万７，０００

円は、前年度対比２，４８３万９，０００円の

減でありますが、構築物などの減価償却費を計

上するものであります。 

 ６目資産減耗費３２０万円は、前年度対比１

３０万円の増でありますが、固定資産除却費な

どを計上するものであります。 

 ７目その他営業費用４６万３，０００円は、

前年度対比９万２，０００円の増でありますが、

材料売却原価などを計上するものであります。 
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 ２項営業外費用は３，７００万円で、前年度

対比１２０万円の減であります。 

 １目支払利息２，５２２万５，０００円は、

前年度対比１２５万３，０００円の減でありま

すが、企業債利息などを計上するものでありま

す。 

 ２２ページ、２３ページをお開き願います。 

 ２目消費税１，１４０万円は、前年度と同額

を計上するものであります。 

 ３目雑支出３７万５，０００円は、前年度対

比５万３，０００円の増を計上するものであり

ます。 

 ３項特別損失１目貸倒損失は１万円で、前年

度と同額を計上するものであります。 

 ４項１目予備費は３９万円で、前年度と同額

とするものであります。 

 ２４ページ、２５ページをお開き願います。 

 資本的収入及び支出の収入について御説明申

し上げます。 

 １款資本的収入１億４，４００万円は、前年

度対比３，７００万円の減であります。 

 １項１目企業債５，０００万円は、前年度対

比１，０００万円の減でありますが、建設改良

に充てる借入金を計上するものであります。 

 ２項１目加入金２１１万４，０００円は、前

年度対比１４万５，０００円の増でありますが、

給水装置新設等加入金を計上するものでありま

す。 

 ３項１目他会計負担金１，５９７万６，００

０円は、前年度対比５万５，０００円の増であ

りますが、消火栓更新に係る負担金などを計上

するものであります。 

 ４項１目工事負担金６，６５０万円は、前年

度対比８００万円の減でありますが、配水管の

新設工事などに係る負担金を計上するものであ

ります。 

 ５項１目固定資産売却代金１万円は、前年度

と同額で、存目程度を計上するものであります。 

 ６項１目国庫補助金９４０万円は、前年度対

比１，９２０万円の減でありますが、生活基盤

施設耐震化等交付金を計上するものであります。 

 支出について御説明申し上げます。 

 １款資本的支出３億３，４００万円は、前年

度対比８，０００万円の減であります。 

 １項建設改良費は２億６，１７８万３，００

０円で、前年度対比８，３０１万１，０００円

の減であります。 

 １目配水管布設費２億５，７２０万９，００

０円は、前年度対比８，１０８万１，０００円

の減でありますが、配水管工事に係る設計業務

委託料や工事請負費などを計上するものであり

ます。 

 ２目固定資産購入費１６５万円は、前年度対

比１１０万円の増でありますが、漏水探知機購

入費を計上するものであります。 

 ３目リース債務支払額２９２万４，０００円

は、前年度対比３０３万円の減でありますが、

リース料元本支払額を計上するものであります。 

 ２項１目企業債償還金７，２２１万７，００

０円は、前年度対比３０１万１，０００円の増

でありますが、企業債元金償還金を計上するも

のであります。 

 次に、５ページにお戻り願います。 

 令和３年度上山市水道事業会計予定キャッシ

ュ・フロー計算書について御説明申し上げます。 

 １業務活動によるキャッシュ・フローは、当

年度純利益からその他流動負債の増減額までの

小計２億２，８０７万６，０００円に、利息及

び配当金の受取額と利息の支払額を増減し、２

億３１９万７，０００円とするものであります。 
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 ２投資活動によるキャッシュ・フローは、有

形固定資産の取得による支出から国庫補助金等

による収入までを合計し、マイナス１億２，１

３４万６，０００円とするものであります。 

 ３財務活動によるキャッシュ・フローは、建

設改良費等の財源に充てるための企業債による

収入からリース料の元本支払額までを合計し、

マイナス２，４８７万５，０００円とするもの

であります。 

 結果、資金の増加額は５，６９７万６，００

０円となり、資金の期首残高５億６，７５９万

５，０００円を加え、資金の期末残高を６億２，

４５７万１，０００円とするものであります。 

 次に、１０ページをお開き願います。 

 令和３年度上山市水道事業予定貸借対照表に

ついて御説明申し上げます。 

 資産の部でありますが、１固定資産は、

（１）有形固定資産のイ土地からヌ建設仮勘定

までを合計した４８億３，９８６万９，０００

円に、（２）無形固定資産の合計４７０万２，

０００円を加え、固定資産合計を４８億４，４

５７万１，０００円とするものであります。 

 ２流動資産は、（１）現金預金から（３）貯

蔵品までを合計した流動資産合計が７億５，８

１６万２，０００円となり、資産合計は５６億

２７３万３，０００円とするものであります。 

 次のページをお開き願います。 

 負債の部でありますが、３固定負債は、

（１）企業債と（２）リース債務を合計し、１

５億７，５０２万４，０００円とするものであ

ります。 

 ４流動負債は、（１）企業債から（５）預り

金までを合計し、１億６，５０８万６，０００

円とするものであります。 

 ５繰延収益は、長期前受金と長期前受金収益

化累計額を合計し、１１億７，２２７万８，０

００円とするものであります。負債合計は２９

億１，２３８万８，０００円とするものであり

ます。 

 次に、資本の部でありますが、６資本金は、

（１）自己資本金で合計を２１億９，３１９万

６，０００円とするものであります。 

 ７剰余金の（１）資本剰余金は、イ受贈財産

評価額とロ国庫補助金を合計し５９５万３，０

００円とするものであります。 

 （２）利益剰余金は、イ減債積立金からハ当

年度未処分利益剰余金までを合計し４億９，１

１９万６，０００円とし、剰余金合計を４億９，

７１４万９，０００円とするものであります。 

 資本合計は２６億９，０３４万５，０００円

で、負債・資本合計は５６億２７３万３，００

０円とするものであります。 

 なお、給与費明細書などのその他の説明書に

つきましては説明を省略させていただきますの

で、御参照いただきたいと存じます。 

 以上で説明を終わりますが、よろしくお願い

いたします。 

○棚井裕一委員長 これより質疑に入ります。 

 質疑は、全部を一括して行います。 

 質疑、発言を許します。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 質疑はないものと認めます。 

 以上で、議第１３号議案に対する質疑を終結

いたします。 

 これより討論に入ります。 

 討論の発言を許します。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 討論なしと認めます。 

 採決いたします。 

 議第１３号令和３年度上山市水道事業会計予
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算は、原案のとおり可決すべきものと決するこ

とに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 御異議なしと認めます。 

 よって、議第１３号は原案のとおり可決すべ

きものと決しました。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

 議第１４号 令和３年度上山市下水 

       道事業会計予算 

 

○棚井裕一委員長 最後に、議第１４号令和３

年度上山市下水道事業会計予算を議題といたし

ます。 

 当局の説明を求めます。上下水道課長。 

〔秋葉和浩上下水道課長 登壇〕 

○秋葉和浩上下水道課長 命によりまして、議

第１４号令和３年度上山市下水道事業会計予算

について御説明申し上げますので、予算書の１

ページをお開き願います。 

 総則、第１条、令和３年度上山市下水道事業

会計の予算は、次に定めるところによるもので

あります。 

 業務の予定量、第２条、業務の予定量は、次

のとおりとするものであります。 

 第１号、計画人口２万２，４７０人、第２号、

主な建設改良事業、汚水管路布設工事等。 

 収益的収入及び支出、第３条、収益的収入及

び支出の予定額は、次のとおりと定めるもので

あります。 

 収入、第１款、下水道事業収益を１０億４，

７００万円とするもので、内訳は、第１項営業

収益６億６７７万３，０００円、第２項営業外

収益４億４，０２２万６，０００円などであり

ます。 

 支出、第１款下水道事業費用を１０億３，４

００万円とするもので、内訳は、第１項営業費

用９億５，１１４万５，０００円、第２項営業

外費用８，１４５万９，０００円などでありま

す。 

 資本的収入及び支出、第４条、資本的収入及

び支出の予定額は、次のとおりと定めるもので

あります。なお、資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額３億４，６００万円は、過年

度分損益勘定留保資金２，３００万円及び当年

度分損益勘定留保資金３億２，３００万円で補

塡するものであります。 

 収入、第１款資本的収入は５億３，３００万

円とするもので、内訳は、第１項企業債３億１，

６９０万円、第２項補助金１億６，２４０万円

などであります。 

 支出、第１款資本的支出は８億７，９００万

円とするものであります。内訳は、第１項建設

改良費４億８，４５７万４，０００円、第２項

企業債償還金３億９，３０９万６，０００円な

どであります。 

 債務負担行為、第５条、債務負担行為をする

ことができる事項、期間及び限度額は次のとお

りと定めるものであります。 

 次のページを御覧願います。 

 下水道事業子育て世帯補助金について、令和

４年度から令和８年度の限度額を、令和４年１

月から補助終了月までの間に支払う下水道使用

料の２分の１相当額の累計額とするものであり

ます。 

 排水設備等設置改造資金利子補給は、令和４

年度から令和８年度の限度額を、融資総額１，

０００万円の融資残高に対し、基準日における

長期プライムレートに０．２％を加えた利率以

内の割合で計算した額とするものであります。 
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 企業債、第６条、起債の目的、限度額、起債

の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

定めるものであります。 

 起債の目的は、公共下水道事業で、限度額を

３億１，６９０万円とし、起債の方法は普通貸

借又は証券発行で、利率は借入先との協定によ

るものであります。ただし、利率見直し方式で

借り入れる資金について、利率の見直しを行っ

た後においては、当該見直し後の利率とするも

のであります。償還の方法は、借入先の融資条

件によるものであります。ただし、財政上の都

合により据置期間及び償還期限を短縮し、又は

繰上償還もしくは低利に借換えすることができ

るとするものであります。 

 一時借入金、第７条、一時借入金の限度額は

６億円と定めるものであります。 

 予定支出の各項の経費の金額の流用、第８条、

予定支出の各項の経費の金額を流用することが

できる場合は、次のとおりと定めるものであり

ます。 

 第１号、営業費用と営業外費用の間とするも

のであります。 

 議会の議決を経なければ流用することのでき

ない経費、第９条、次に掲げる経費については、

その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流

用する場合は、議会の議決を経なければならな

いとするものであります。 

 第１号、職員給与費３，９８９万９，０００

円であります。 

 次は、実施計画でありますが、重複説明を避

けるため実施計画明細書で御説明申し上げます

ので、１６ページ、１７ページをお開き願いま

す。 

 収益的収入及び支出の収入について御説明申

し上げます。 

 １款下水道事業収益１０億４，７００万円は

前年度対比３，２００万円の増であります。 

 １項営業収益は６億６７７万３，０００円で

前年度対比１６８万６，０００円の減でありま

す。 

 １目下水道使用料４億９，６５４万円は、前

年度対比１，３２５万円の減でありますが、下

水道使用料を計上するものであります。 

 ２目他会計負担金１億９１２万４，０００円

は、前年度対比１，２４６万４，０００円の増

でありますが、雨水処理経費の負担金を計上す

るものであります。 

 ３目補助金１１０万円は、前年度対比９０万

円の減でありますが、社会資本整備総合交付金

を計上するものであります。 

 ４目その他営業収益９，０００円は前年度と

同額で、存目程度を計上するものであります。 

 ２項営業外収益は４億４，０２２万６，００

０円で前年度対比３，３６８万５，０００円の

増であります。 

 １目受取利息及び配当金１，０００円は前年

度と同額で、存目程度を計上するものでありま

す。 

 ２目他会計負担金１億４，６５７万４，００

０円は、前年度対比２，５６６万５，０００円

の増でありますが、分流式下水道に係る負担金

などを計上するものであります。 

 ３目長期前受金戻入２億９，３６５万円は、

前年度対比８０２万円の増でありますが、減価

償却費などに係る戻入額を計上するものであり

ます。 

 ４目雑収益１，０００円は前年度と同額で、

存目程度を計上するものであります。 

 ３項特別利益１目過年度損益修正益１，００
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０円は、皆増で存目程度を計上するものであり

ます。 

 １８ページ、１９ページをお開き願います。 

 支出について御説明申し上げます。 

 １款下水道事業費用１０億３，４００万円は

前年度対比２，３００万円の増であります。 

 １項営業費用は９億５，１１４万５，０００

円で前年度対比５，１８８万１，０００円の増

であります。 

 １目管渠費３，８５０万２，０００円は前年

度対比１５５万２，０００円の増でありますが、

管渠施設の修繕費、管理委託料などを計上する

ものであります。 

 ２目処理場費２億３，１３１万５，０００円

は前年度対比２，５１０万３，０００円の増で

ありますが、浄水センター指定管理料などを計

上するものであります。 

 ３目流域下水道管理費１６万８，０００円は

前年度と同額で、維持管理負担金を計上するも

のであります。 

 ４目総係費５，７８６万７，０００円は前年

度対比２４９万２，０００円の減でありますが、

業務に係る委託料や補助金などのほか、職員人

件費を計上するものであります。 

 ５目減価償却費６億２，０２９万３，０００

円は前年度対比２，４７１万８，０００円の増

でありますが、固定資産に係る減価償却費を計

上するものであります。 

 ６目資産減耗費３００万円は皆増であります

が、固定資産に係る資産減耗費を計上するもの

であります。 

 ２項営業外費用は８，１４５万９，０００円

で前年度対比２，５９２万８，０００円の減で

あります。 

 １目支払利息７，６９４万９，０００円は前

年度対比５４２万８，０００円の減であります

が、企業債などの利息を計上するものでありま

す。 

 ２０ページ、２１ページをお開き願います。 

 ２目消費税４５０万円は前年度対比２，０５

０万円の減でありますが、消費税及び地方消費

税を計上するものであります。 

 ３目雑支出１万円は前年度と同額で、存目程

度を計上するものであります。 

 ３項特別損失１目過年度損益修正損１万円は、

皆増で存目程度を計上するものであります。 

 ４項１目予備費１３８万６，０００円は前年

度対比４０万８，０００円の増とするものであ

ります。 

 ２２ページ、２３ページをお開き願います。 

 資本的収入及び支出の収入について御説明申

し上げます。 

 １款資本的収入５億３，３００万円は前年度

対比５億５，０００万円の減であります。 

 １項企業債は１目下水道事業債３億１，６９

０万円で前年度対比４億２，６００万円の減で

ありますが、公共下水道事業債などを計上する

ものであります。 

 ２項補助金は１目国庫補助金１億６，２４０

万円で前年度対比１億２，２５０万円の減であ

りますが、社会資本整備総合交付金を計上する

ものであります。 

 ３項負担金は５，３７０万円で前年度対比１

５０万円の減であります。 

 １目受益者負担金６５０万円は前年度対比１

１１万５，０００円の減でありますが、受益者

負担金を計上するものであります。 

 ２目他会計負担金４，７２０万円は前年度対

比３８万５，０００円の減でありますが、一般

会計負担金を計上するものであります。 
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 支出について御説明申し上げます。 

 １款資本的支出８億７，９００万円は前年度

対比４億８００万円の減であります。 

 １項建設改良費は４億８，４５７万４，００

０円で前年度対比４億１，４６１万５，０００

円の減であります。 

 １目管渠建設改良費３億９，９１９万５，０

００円は前年度対比２億６，４７１万７，００

０円の減でありますが、設計業務委託料、管路

整備工事費などを計上するものであります。 

 ２目処理場建設改良費８，３６０万円は前年

度対比１億５，０８０万円の減でありますが、

浄水センターに係る設計委託料や改修工事費な

どを計上するものであります。 

 ３目流域下水道建設費負担金１７７万９，０

００円は前年度対比９０万２，０００円の増で

ありますが、流域下水道事業の負担金を計上す

るものであります。 

 ２項企業債償還金１目企業債償還金３億９，

３０９万６，０００円は前年度対比１，００７

万９，０００円の増でありますが、元金償還金

を計上するものであります。 

 ３項１目予備費１３３万円は前年度対比１３

万６，０００円の増とするものであります。 

 次に、令和３年度上山市下水道事業会計予定

キャッシュ・フロー計算書について御説明申し

上げますので、５ページにお戻り願います。 

 １業務活動によるキャッシュ・フローは、当

年度純利益からその他流動資産等の増減額まで

の小計３億８，４９６万１，０００円に利息及

び配当金の受取額、利息の支払額を増減し、３

億８０１万３，０００円とするものであります。 

 ２投資活動によるキャッシュ・フローは、有

形固定資産の取得による支出から一般会計から

の負担金による収入までを合計し、マイナス４

億２，８５２万４，０００円とするものであり

ます。 

 ３財務活動によるキャッシュ・フローは、建

設改良費等の財源に充てるための企業債による

収入と、建設改良費等の財源に充てるための企

業債の償還による支出を増減し、１億３，９８

０万４，０００円とするものであります。 

 結果、資金増加額が１，９２９万３，０００

円となり、資金期首残高１億５，６１４万７，

０００円を加え、資金期末残高を１億７，５４

４万円とするものであります。 

 次に、令和３年度上山市下水道事業予定貸借

対照表について御説明申し上げますので、１０

ページをお開き願います。 

 初めに、資産の部でありますが、１固定資産

は、（１）有形固定資産のイ土地からヘ建設仮

勘定までの合計１３５億１，６２５万３，００

０円に、（２）無形固定資産のイ施設利用権と

ロソフトウエアの合計５，１１７万８，０００

円を加え、固定資産合計を１３５億６，７４３

万１，０００円とするものであります。 

 ２流動資産は、（１）現金預金から貸倒引当

金までを合計し、流動資産合計を２億１，１０

５万４，０００円とするものであります。 

 資産合計は１３７億７，８４８万５，０００

円とするものであります。 

 １１ページをお開き願います。 

 負債の部でありますが、３固定負債は、

（１）企業債で合計を５８億７，８６８万３，

０００円とするものであります。 

 ４流動負債は、（１）企業債から（３）引当

金までを合計し、５億９，３３４万３，０００

円とするものであります。 

 ５繰延収益は、（１）長期前受金と（２）長

期前受金収益化累計額を合計し、５８億９，２
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３３万９，０００円とし、負債合計は１２３億

６，４３６万５，０００円とするものでありま

す。 

 次に、資本の部でありますが、６資本金は、

（１）自己資本金で合計を１１億６，３７７万

４，０００円とするものであります。 

 ７剰余金は、（１）資本剰余金のイ受贈財産

評価額からハ負担金等までを合計した２億３，

５４４万３，０００円に、（２）利益剰余金の

当年度未処分利益剰余金を合計し、１，４９０

万３，０００円とし、剰余金合計は２億５，０

３４万６，０００円とするものであります。 

 資本合計は１４億１，４１２万円で、負債・

資本合計は１３７億７，８４８万５，０００円

とするものであります。 

 なお、給与費明細書などのその他の説明書に

つきましては、説明を省略させていただきます

ので、御参照いただきたいと存じます。 

 以上で説明を終わりますが、よろしくお願い

いたします。 

○棚井裕一委員長 これより質疑に入ります。 

 質疑は、全部を一括して行います。 

 質疑、発言を許します。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 質疑はないものと認めます。 

 以上で、議第１４号議案に対する質疑を終結

いたします。 

 これより討論に入ります。 

 討論の発言を許します。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 討論なしと認めます。 

 採決いたします。 

 議第１４号令和３年度上山市下水道事業会計

予算は、原案のとおり可決すべきものと決する

ことに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 御異議なしと認めます。 

 よって、議第１４号は原案のとおり可決すべ

きものと決しました。 

 以上で、当委員会に付託されました議案の審

査は全て終了いたしました。 

 この際、お諮りいたします。 

 委員長報告の取りまとめは、正副委員長に御

一任願いたいと思います。これに御異議ありま

せんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○棚井裕一委員長 御異議なしと認めます。 

 よって、委員長報告の取りまとめは、正副委

員長に一任することに決しました。 

 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～   

閉  会 

 

○棚井裕一委員長 これにて予算特別委員会を

閉会いたします。 

 御苦労さまでした。 

    午前１１時４９分 閉 会 

 


